
新型コロナウイルス感染症対策専門家会議 

「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提言」（令和2 年5 月14 日） 

（関係部分抜粋） 

５．社会経済活動と感染拡大防止の両立にあたっての基本的考えについて 

〇 各都道府県は、順次、緊急事態措置の対象地域から外れていくことが想定される。こ

のことは、市民一人ひとりの協力の下で実現した成果の表れである。一方で、諸外国にお

いては、都市封鎖等により感染者数の増加を抑制したものの、規制緩和後にクラスターの

発生が報告され、再度の対策強化が行われた事例もあり、対策移行が決して簡単な道のり

ではないことをよく表していると言える。 

〇 他方、これまでのクラスター対策の経験を通じて、感染リスクが高い場が明らかにな

ってきた。具体的には、接待を伴う夜間の飲食店、居酒屋、屋内運動施設（スポーツジム

等）やライブハウス等において、クラスター（集団感染）が発生したことが分かってい

る。また、以下①、②に示す感染防止の基本を守れば、感染の拡大を防止できることが再

確認された。 

① 感染拡大が加速する場（クラスター連鎖の場）を徹底して避けること 

② 「身体的距離の確保」、「マスクの着用」、「手洗い」からなる基本的な感染対策 

などを実践すること。 

○ したがって、緊急事態措置の対象地域からの移行に当たって、社会経済活動と感染拡

大防止の両立を図っていくためには、社会経済の活動レベルを段階的に引き上げていく一

方で、上述の感染リスクの高い場を徹底的に回避するというメリハリのついた対策が重要

となる。都道府県知事においては、クラスターのおそれがある施設や「３つの密」のある



場については、十分なモニタリングを行いながら、具体的にクラスターが発生した事例を

踏まえた注意喚起の徹底を図るとともに、地域の状況を踏まえ、必要に応じて、当分の

間、施設の使用制限の協力要請を検討するなど、知事の強いリーダーシップの下で、躊躇

なく必要な対応を講じていくべきである。 

〇 その上で、5 月4 日の提言で示したように、市民生活においては、「身体的距離の確

保」など基本的な感染防止の取組に加えて、感染拡大を予防する「新しい生活様式」（別

添3 参照）を確実に実践していただくことが不可欠であり、事業活動においては、業種ご

とに感染拡大予防ガイドラインを作成し、これを実践していくことが重要である。これに

ついて、国や都道府県は、必要な情報提供や効果的な対応の周知広報などを積極的に行う

べきである。 

○ さらに、再流行による緊急事態措置を再び講じずとも済むように、緊急事態措置の対

象地域から外れる場合であっても、地域のリスク評価（地域区分）に応じて、きめ細かく

段階的に対策を移行していくことが重要である。（参考1 参照） 

〇 このため、地域において円滑な対策移行が図られるよう、下記（２）において、「地

域のリスク評価（地域区分）に応じた対応」の整理を行った。（参考2 参照） 

（１）特定警戒都道府県等からの対策移行の際の基本的対処方針 

①市民生活について 

○ 一旦、特定警戒都道府県等の指定が解除されることとなった場合でも、この感染症へ

の対応は長丁場となることが見込まれている。このため、5 月4 日付けの提言で提案した

ように、全ての都道府県を対象として、 

・「身体的距離の確保」「マスクの着用」「手洗い」をはじめとした基本的な感染対策を



継続すること 

・その上で、5 月4 日の提言で示した「新しい生活様式」を生活の中で継続して実践して

いくことが求められる。 

〇 また、不要不急の帰省や旅行など、市中での感染リスクが相対的に高い特定（警戒）

都道府県等からの移動を避けてもらうとともに、こうした都道府県等への移動は極力避け

ることが重要である。さらに、これまでにクラスターが発生しているような場や、「３つ

の密」がある場についても、避ける行動を徹底していくことが求められる。 

②事業活動について 

○ 5 月4 日の提言では、感染管理にノウハウのある医療従事者などの監修を経た上で、

業種ごとの感染拡大予防ガイドライン等の作成と、各職場においてこれに即した実践がな

されるよう求めたところである。 

〇 既に、多くの業界では、提言や「緊急事態措置の維持及び緩和等に関して」（令和2 

年5 月4 日付け内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室長事務連絡）を踏まえた感

染拡大予防ガイドライン等の作成などに取り組んでいただいているが、これを確実に実践

していただくとともに、国や地方公共団体においては、各業界と連携し、働く方々が、安

全かつ安心して働ける環境づくりに率先して取り組む必要がある。 

〇 例えば、理美容業や飲食業の従業員については、マスクや必要なら目や顔を覆う防護

具を装着させることで、感染のリスクを低下させることが考えられる。また、飲食店にお

いては、間仕切りの活用、真正面の席を避けること、座席の間隔を空けること（1ｍ、で

きれば2ｍ）、個室など定員が決まっているスペースについては定員人数の半分の利用と

することなどの措置を行うことが望ましい。 



○ さらに、引き続き、可能な限り、在宅勤務（テレワーク）を推進するとともに、時差

出勤、自転車通勤等の、人との接触を低減する取組を推進する。職場においては、感染防

止のための取組や「３つの密」を避ける行動を徹底するよう促していくことが求められ

る。政府においては、テレワーク導入に当たっての相談支援や経費助成等を行っている

が、それらの活用も促進しながら、普及･ 定着を図っていくことが求められる。また、休

暇の分散等、社会全体で密な空間を形成することを避ける取組が求められる。 

〇 また、イベント等の開催に当たっても、主催者に対し、身体的距離の確保や基本的な

感染対策の実施、業種毎の感染拡大予防ガイドライン等を踏まえた対応等が求められる。

その上で、全国的かつ大規模なイベント等の開催は、イベントそのものがリスクの低い場

で行われたとしても、イベントの前後を含み人々が接触する機会を制限できない場合に

は、急速な感染拡大のリスクを高める可能性があり、また、規模の大きなイベントの場合

は、会場に感染者がいた場合に、クラスター（患者集団）の連鎖が発生し、爆発的な感染

拡大のリスクを高めることにつながりかねないため、これらのリスクへの対応が整わない

場合は、引き続き、中止又は延期するよう、主催者に特に慎重な対応を求める必要があ

る。 

〇 規模の大きなイベントにおいては、身体接触が避けられないため、感染拡大が懸念さ

れる。このため、どういう感染状況において、何人程度のイベントであれば開催して良い

か、明確なエビデンスはないものの、諸外国においては、参加人数や施設の収容人数に対

する参加者の割合により開催を制限している例がある。こうしたことも踏まえつつ、

（２）で区分した「感染観察都道府県」においては、諸外国の例も参考に、例えば、当

面、参加者数の上限を100 人以下としつつ、収容人数に対して50％以下の参加者数を目



安としてイベント等を開催すること等が考えられる 

（２）地域のリスク評価（地域区分）に応じた対応の必要性 

〇 新型インフルエンザ等特措法に基づく緊急事態措置については、国民生活に多大なる

影響を及ぼすものであり、緊急事態措置が必要となるような感染の拡大は、可能な限り、

避けるべきものである。このため、各都道府県は、予め、地域ごとの感染状況等に関する

リスク評価を行いながら、施策等の対応を検討していく必要がある。 

〇 これまでも、本専門家会議では、3 月19 日と4 月1 日の２度にわたり、地域ごとの

感染状況別に、想定される対応を整理した「地域区分」を公表している。しかし、これら

の区分は4 月7 日に緊急事態宣言が発せられる以前の状況に基づいたものであり、今般、

緊急事態措置の対象から外れる都道府県が出てくるに当たって、改めて、地域ごとの感染

状況や、それに対応した想定される対応について、再度、整理を行った。（参考2 参照） 

○ この際、地域の感染状況に応じ、緊急事態宣言の対象地域の考え方や、4 月1 日の提

言で示した地域区分の考え方も踏まえ、各都道府県を以下３区分に分類し、それぞれの地

域において、適切な感染対策を実施していく。 

①特定（警戒）都道府県：4 月16 日以降、13 の都道府県が特定（警戒）都道府県とし

て指定されている。この指定に当たって考慮された事項は、累積患者数、感染経路が不明

な感染者数の割合、直近１週間の倍加時間などであった。今後、どこかの県において感染

が拡大し、再度、特定（警戒）都道府県として指定する必要性が生じた場合は、4 月7 日

に7 都府県を指定した際の新規感染者数の水準等を踏まえつつ、直近1 週間の新規感染者

数等から、より迅速に指定・再指定を行う必要がある。特定（警戒）都道府県では、法第

45 条に基づく「徹底した行動変容の要請」（特定警戒においては、極力8 割の接触機会



の低減）により、新規感染者数を劇的に抑えこむことが求められる。 

②感染拡大注意都道府県：上述のとおり、緊急事態措置が必要となるような感染の拡大は

可能な限り、避けるべきものであることから、各都道府県は、特定（警戒）都道府県の指

定を受けずとも済むよう、感染拡大の傾向が見られた際に、知事のリーダーシップの下、

感染対策を一段階強化する判断基準を予め設けておくべきである。この基準に達した都道

府県を、4 月1 日の提言も踏まえ、「感染拡大注意都道府県」とする。感染拡大注意都道

府県の判断基準については、特定（警戒）都道府県の指定基準等を踏まえつつ、その半分

程度などの新規報告者数等で判断することが考えられる。感染拡大注意都道府県における

感染対策の基本方針としては、まずは感染状況をモニタリングしながら、「新しい生活様

式」を徹底するとともに、モニタリングの結果を踏まえ、必要に応じ、知事が法第24 条

第9 項の協力要請（施設の使用やイベントの実施制限や感染対策への協力依頼等）等を実

施する等、感染のさらなる拡大を防ぐために必要な対策を円滑かつ適切に講じることが 

必要である。 

③感染観察都道府県：新規感染者が一定程度確認されるものの、感染拡大注意都道府県の

基準には達していない都道府県を「感染観察都道府県」とする。感染観察都道府県におい

ては、感染拡大注意都道府県と同様に、引き続き感染状況をモニタリングするとともに、

「新しい生活様式」を継続することによって、感染拡大を防いでいくことが重要であると

ともに、知事が法第24 条第9 項に基づく協力要請を含めて適切に判断することが求めら

れる。なお、感染観察都道府県においては、特定（警戒）都道府県や感染拡大注意都道府

県と比較して、例えば、感染観察都道府県同士の県をまたぐ移動や、比較的小規模なイベ

ントの開催も可能になると考えられるが、その場合には、身体的距離の確保等の基本的な



感染対策を講じられることが前提となる。 

〇 各都道府県は、緊急事態措置の対象地域から外れた場合においても、定期的なモニタ

リングを欠かすことなく再度の感染拡大への警戒を継続すべきである。そのため、住民に

ホームページ等で分かりやすく情報提供を行い、必要に応じて感染拡大への警戒を呼びか

けるとともに、感染拡大が見られた場合に迅速かつ適切に対応を行うことができるよう、

対策本部等自治体内の連絡手順や体制切替えの手順等を準備しておくべきである。 

（３）社会経済活動と感染拡大防止の両立を阻む偏見と差別について 

〇 感染者に関する報道を通じて、SNS やインターネット上で、個人や家族、勤務先等を

追跡・特定され、嫌がらせを受ける事例が報告されている。また、感染から回復された

方、その濃厚接触者だった方に対して、学校や職場が理解を示さず、速やかな復帰ができ

ない事例が報告されている。 

〇 感染者等に対する偏見や差別は、絶対にあってはならないものであり、政府や地方公

共団体は、悪質な偏見や差別の撲滅に向け、疾患に対する正しい認識の周知に努めるとと

もに、人権が侵害されるような事態が生じないよう適切に取り組むべきである。 

 

 

 

 

 

 

 



 


